
公立大学法人金沢美術工芸大学研究費不正防止計画 

平成 28 年 5 月 19 日制定  

 

 

１ 目的  

公立大学法人金沢美術工芸大学（以下「本学」という。）において、「研究機関における

公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（平成 19 年 2 月 15 日文部科学大

臣決定、平成 26 年 2 月 18 日改正）を踏まえ、研究者及び事務職員が公立大学法人金沢

美術工芸大学研究倫理規程に従って行動し、研究費が不正に使用されないようにするため、

次のとおり「公立大学法人金沢美術工芸大学研究費不正防止計画」（以下「不正防止計画」

という。）を策定し、実施する。 

なお、この計画の内容については、文部科学省からの関係情報や研究費使用に係る不正

発生要因の把握等により、必要に応じ見直しを図る。  

 

２ 責任体系の明確化 

 （１）【最高管理責任者】学長  

本学における研究活動・研究費の不正防止に関する最高管理責任者。 

   [役割]最高管理責任者は、不正防止対策の基本方針を策定・周知するとともに、それら

を実施するために必要な措置を講じる。また、研究費管理責任者及び研究費不正使用防止

推進責任者が責任を持って研究費の運営・管理が行えるよう、適切にリーダーシップを発

揮しなければならない。 

 （２）【研究費管理責任者】事務局長 

研究費の不正使用の防止に係る実質的な責任と権限を有する者。 

 [役割] 研究費管理責任者は、大学全体の研究費に関する管理を行うとともに、研究費

不正防止のための環境を整備し、かつ研究費が適切に執行されていることを監視しなけれ

ばならない。 

（３）【研究費不正使用防止推進責任者】 事務局次長 

研究費管理責任者の下で、研究費の不正使用の防止を推進する責任者。 

 [役割] 研究費不正使用防止推進責任者は、研究費管理責任者の指示の下、  

①学内における対策を策定・実施し、実施状況を確認するとともに、実施状況を研究費

管理責任者に報告する。 

②不正防止を図るため、研究費の運営・管理に関わる学内の全ての構成員に対し、研究

不正防止教育を実施し、受講状況を管理監督する。 

③学内において、構成員が適切に研究費の管理・執行を行っているか等をモニタリング

し、必要に応じて改善を指導する。  

 



※【研 究 費】「研究費」とは、法人が配分する研究費、国及び独立行政法人等から配分さ

れる競争的資金、委託費等の研究資金及び民間企業等からの受託研究費、共同研究費、寄

付金等の研究資金をいう。  

※【不正使用】「不正使用」とは、研究費の故意もしくは重大な過失による他の用途への使

用又は研究費の交付決定の内容やこれに付された条件に違反した使用をいう。 

 

 ３ 不正防止計画  

第１節：機関内の責任体制の明確化 

不正発生要因 防止計画 

公的研究費の責任体系に関する周知が不

足している。 

不正行為防止規程において、最高管理責

任者及びその責任・権限を定め、学内外に

公表することで教職員に周知を図る。 

 

第２節：適正な運営・管理の基礎となる環境の整備 

不正発生要因 防止計画 

研究費の不正使用の事例及びその影響に

ついての知識が不足しているため、当該行

為が不正使用であるという意識がない。 

・研究不正防止教育を毎年定期的に実施す

ることにより、研究費を執行する教職員に

不正使用の事例を周知することで、研究費

に関する意識向上を図る。 

・教職員から公的研究費の不正使用を行わ

ない旨の誓約書を提出させる。 

 

第３節：不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の策定・実施 

不正発生要因 防止計画 

不正防止計画を策定・実施したにもかか

わらず、公的研究費の不正使用事案が発生

する。 

・不正使用事案の調査から明らかになった

不正発生の具体的な要因について、その再

発防止策を検討、不正使用防止計画に加え

る。 

 

第４節：研究費の適正な運営・管理活動 

不正発生要因 防止計画 

予算執行状況が適切に把握されていない

ため、年度末に予算執行が集中する等の事

態が発生する。 

・競争的資金においては研究計画に基づき、

定期的に予算執行状況の確認を行うととも

に、必要に応じ改善を求める。 

・特に執行率の悪い研究者に対してはヒア

リングを行い、研究費の繰越し、返還等の



提案を行う。 

検収確認が不十分であるため、架空伝票

操作による納品や預け金が防止できない。 

・競争的資金においては 1 点 1 万円以上の

物品の購入時に「物品購入届」を研究所に

提出し、現品確認をおこなう。 

・競争的資金においては換金性の高い物品

については 1 点 1 万円未満でも「物品購入

届」を提出し現品確認をおこなう。 

・競争的資金においては図書は 1 点 1 万円

未満でも「物品購入届」を提出し検収を実

施。合わせて、購入図書リストを作成して

書名、価格、冊数、設置場所等を把握する。 

研究との直接的な関係性がないと思われ

る物品の購入がおこなわれている。 

・事務担当者から発注や納品の段階で、疑

問の生じた物品については、研究者から購

入の目的や利用方法について確認する。 

 

第５節：情報の伝達を確保する体制の確立 

不正発生要因 防止計画 

研究費の使用に関するルール等につい

て、機関内外からの相談、告発を受け付け

る窓口がない。 

・美術工芸研究所が窓口となり、適正な研

究費使用について指導・助言し、不正行為

等の告発を受け付ける。 

 

第６節：モニタリングの在り方 

不正発生要因 防止計画 

モニタリング体制の整備が不十分であ

る。 

・研究費管理責任者を室長とする内部監査

室によるモニタリング及び内部監査を受

け、 適正な業務執行に努める。さらにその

結果を不正防止計画の改善に活用する。 

 


